「成年後見制度」
　

　認知症などの理由で、判断能力が不十分になると、不動産や預貯金などの財産を管理することや、介護などのサービスや施設への入所に関する契約を結んだりする必要があっても、自分でこれらのことをすることが難しい場合があります。また、悪質商法などの被害にあう恐れもあります。

　このような、判断能力の不十分な方々を保護し、支援するのが成年後見制度です。この成年後見制度には、法定後見制度と任意後見制度の二つがあります。

①任意後見制度

　将来、判断能力が衰えたときに備えて、「誰に何を頼みたいのか」などをあらかじめ決めておく制度です。
　任意後見人となる人と一緒に公証役場に出向いて、内容について書面（公正証書）を作成して、任意後見契約を締結しておきます。

②法定後見制度

　すでに判断能力が低下している方
が活用することができる制度です。
支援内容の具体例としては、財産管理や介護サービスの利用契約、施設・病院の入退所契約などがあります。これらを本人の福祉や生活に配慮しながら本人に代わって、家庭裁判所に選任された後見人等が行います。

　また、悪質商法等による被害を防ぐため、後見人等には取消権が与えられ、本人が行った不要な契約を取り消すこともできます。

なお、法定後見制度では、本人の判断能力の程度に応じて、「後見」、「保佐」、「補助」の３類型が規定されています。
『法定後見制度の手続きの流れ』

【申立て】

本人や配偶者、四親等内の親族等により居住地の家庭裁判所へ申立てを行います。一宮町にお住まいの方は、家庭裁判所一宮支部です。

申立てには、指定書類の提出と手数料が必要です。

　　

【調査等】

　裁判所の職員が、本人や申立人等から詳しい事情を確認します。

　　　

【審判】

家庭裁判所が適任と認める人を成年後見人等（本人を支援してくれる人）に選任します。

　　　


【登記】

　審判確定後、法務局に登記されます。

　　　


【後見等の支援開始】

家庭裁判所が審判した内容に基づき、後見人等による支援が開始されます。

申立てから法定後見制度の開始までの期間は、多くの場合、４ヶ月以内と言われています。

成年後見人等に対する報酬は、成年後見人の業務内容や本人の資産内容に応じて、家庭裁判所が定めることになっています。

※成年後見制度を利用することで、判断能力が不十分になったとしても、法的に権利や財産を守ることができます。詳しいことは、地域包括支援センターへお気軽にご相談ください。

【相談・問合せ】

地域包括支援センター

電話　４０‐１０５５




























